
知事選挙 （ＴＢＳラジオ 「日本全国８時です」 ２００３．４．１７） 

 

 今週の日曜日の１３日に統一地方選挙の前半戦がおこなわれ、１１の都道県で新し

い知事が誕生しましたので、この今回の選挙の意味と知事の役割について考えてみた

いと思います。 

 これまでにないいくつかの特徴があります。 

 まず当選した知事の経歴に特徴があります。今回当選した１１人の知事のうち、７

人が中央の官僚出身、２人が国会議員出身です。これは現在の知事全員についても同

様で、４６人（徳島は欠員）の知事のうち半分強の２４人が中央の官僚、８人が国会

議員であった方々です。 

 もうひとつは年齢で、今回、佐賀県で４４歳という最年少の知事が誕生したことも

あり、平均年齢が２歳ほど若返りました。 

 現在、７０歳以上の知事は７名（１５％）、６０歳代が１７名（３７％）、５０歳代

が１７名（３７％）で４０歳代が５名（１１％）です。 

 １４年前に高知県の橋本知事が４０台前半で当選したときに話題になりましたが、

それ以後、岩手県の増田知事、長野県の田中知事、広島県の藤田知事など４０台は普

通になり、今回も佐賀県の古川知事が４４歳で当選しました。 

 多選の問題も次第に選挙のときに論点になってきました。三重県の北川知事が二期

で辞退して、大学教授に転身しますし、長野県の田中知事は三選までと表明していま

すし、今回も神奈川県の松沢知事、福井県の西川知事、三重県の野呂知事、佐賀県の

古川知事も選挙前から三期までと表明しています。 

 現在、四期以上の知事は、福島県の佐藤知事（四期）、富山県の中沖知事（六期）、

岐阜県の梶原知事（四期）、島根県の澄田知事（五期）、宮崎権の松形知事（六期）の

五人しかいません。 

 女性の進出も進展しています。大阪府の太田知事が初代で話題になりましたが、そ

の後、熊本県の潮谷知事、千葉県の堂本知事と続き、今回は北海道の高橋知事が当選

し、４名になりました。 

 

 しかし、今回の知事選挙で政治的に興味がある現象は、無党派知事とか脱政党知事

といわれる知事が多数誕生してきたことだと思います。 

 これまでも東京都の青島知事や大阪府の横山知事の前例はありましたし、県民党と

いう立場を表明した知事もおられましたが、県民党というのは実質的に複数の政党の

推薦であることをカモフラージュする名前のことが多かったのです。 

 しかし、今回は岩手県の増田知事、東京都の石原知事、神奈川県の松沢知事、鳥取

県の片山知事が特定の政党の支持なしで当選していますし、現職では、それ以外に秋

田、宮城、栃木、千葉、長野、高知が政党の推薦なしで当選しており、１０人になっ

ています。 

 また、結果的には政党支援の候補が当選しましたが、北海道と福井県と大分県は無 



党派で立候補した候補が最後まで肉薄し、当選が決まるのに時間がかかりました。 

 

 知事にとってみれば、業界団体や労働組合などの支援を受ければ行政が影響され、

財政再建の抵抗になるということもあるし、現在のように公共事業が削減されていけ

ば与党を通じて政府の予算を引っ張って来るという意義も薄れてきたのだと思いま

す。 

 さらに重要な理由は、東京都の石原知事が「東京から日本を変える」と表明してお

られる言葉に集約されていると思います。政党、とりわけ与党の政党の支持を受ける

ということは、当選してから国との関係を密接にしていくのに有利だったわけですが、

むしろ逆に地方から国に提言をしていくという時代になってきたのだと思います。 

 １９９８年に私も関係していた「地域から変わる日本」という知事のグループが結

成され、独自の政策で地域を運営していこうという運動を展開されてきましたが、そ

の８人のメンバーのうち、岩手、秋田、宮城、高知、鳥取の５人が脱政党知事でした。 

 

 ２０００年４月に地方分権一括法という法律が施行され、これまで中央の下請けと

して実施されてきた機関委任事務が地方に移管されました。これは地方分権の巨大な

一歩でしたが、さらに現在、「三位一体改革」といわれ、税源を地方に移譲していこう

という議論が活発になっています。 

 国民が納入している税金が８５兆円ほどありますが、国税が６０％の５０兆円で地

方税が４０％の３５兆円です。ところが、歳出では国が５７兆円で３７％、地方が９

６兆円で６３％と逆転しています。この差額を地方交付税と補助金で調整しているの

ですが、その権限が中央にあるために、地方が自立できないということで、そもそも

徴税の権限を国から地方に移そうというのが三位一体改革といわれるものです。 

 簡単に言えば、使う金額に応じて自分で財源を確保できるようにしようということ

です。 

 

 これは推進しようとする総務省と阻止しようとしている財務省と事業官庁が対立

していますが、時代の流れとしては改革の方向に行くと思います。そうなれば現在以

上に地方は自立意識が高まり、政党や中央官庁の紐付きの必要はなくなるということ

です。 

 

 そのような背景もあり、知事選挙の結果が発表された１４日月曜日の翌日の１５日

に「地域自立戦略会議」という組織の結成が記者発表されました。これは８人の知事

と私も含めた何人かの学識経験者が、地方が自立するための戦略を研究するという会

議で、８人の知事のうち、岩手、宮城、千葉、鳥取、高知の５人が脱政党知事です。 

 この結成を兼ねた「地域自立シンポジウム」が、来週の火曜日の４月２２日の１３：

３０から都道府県会館４階の４０２号室で開催され、８人の知事全員が出席しますの

で、地方の新しい動きに感心のある方に出席していただいたらと思います。入場は自



由で無料です。 

 


